
提

出

者

小

宮

山

泰

子

平
成
十
七
年
十
月
三
十
一
日
提
出

質

問

第

五

九

号

公
益
法
人
へ
の
財
政
負
担
縮
減
及
び
入
札
の
公
開
・
透
明
性
に
関
す
る
質
問
主
意
書
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公
益
法
人
へ
の
財
政
負
担
縮
減
及
び
入
札
の
公
開
・
透
明
性
に
関
す
る
質
問
主
意
書

政
府
は
補
助
金
や
委
託
費
を
支
出
し
て
い
る
公
益
法
人
と
の
関
係
に
お
い
て
、
（
一
）
委
託
や
推
薦
等
の
係
わ
る
事
業
の
見

直
し
（
二
）
公
益
法
人
へ
の
補
助
金
・
委
託
費
な
ど
財
政
負
担
の
縮
減
・
合
理
化
（
三
）
官
民
役
割
分
担
の
徹
底
、
役
員
報
酬

に
係
わ
る
助
成
は
行
わ
な
い
こ
と
と
し
、
こ
れ
ら
公
益
法
人
の
改
革
に
つ
い
て
平
成
十
七
年
度
末
ま
で
の
で
き
る
限
り
早
い
時

期
に
実
行
す
る
と
し
て
き
た
。

関
連
し
て
、
以
下
質
問
す
る
。

一

国
の
補
助
金
等
は
国
民
の
税
金
で
あ
る
。
現
状
で
は
国
の
事
務
・
業
務
を
公
益
法
人
等
に
行
わ
せ
る
場
合
、
随
意
契
約
に

よ
る
場
合
が
多
い
と
理
解
し
て
い
る
が
、
政
府
は
公
開
入
札
を
活
用
し
て
透
明
性
を
高
め
る
べ
き
だ
と
考
え
る
。
そ
の
た
め

政
府
は
ど
の
よ
う
な
措
置
を
と
っ
て
い
る
か
。

二

公
益
法
人
改
革
に
よ
り
、
補
助
金
等
の
丸
投
げ
、
丸
抱
え
の
法
人
は
な
く
な
っ
た
か
、
現
状
は
ど
う
か
。

三

法
律
に
よ
っ
て
特
定
の
公
益
法
人
を
指
定
し
、
国
の
業
務
を
行
わ
せ
る
と
し
て
い
る
法
律
を
列
記
し
、
特
定
の
公
益
法
人

を
指
定
す
る
理
由
を
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
に
つ
い
て
説
明
さ
れ
た
い
。

四

法
律
等
に
よ
る
指
定
か
ら
登
録
制
に
移
行
し
た
国
の
事
務
・
事
業
で
あ
っ
て
も
、
こ
れ
ま
で
の
指
定
法
人
が
国
の
事
務
・

一



事
業
の
ほ
と
ん
ど
を
引
き
受
け
て
い
る
の
が
実
情
で
は
な
い
か
。
そ
こ
で
、
新
規
に
民
間
企
業
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
組
合
等
が
登
録

法
人
と
し
て
国
の
事
務
・
事
業
を
ど
れ
ぐ
ら
い
行
っ
て
い
る
か
、
事
務
・
事
業
数
の
全
体
に
占
め
る
割
合
を
示
し
、
今
後
の

展
望
に
つ
い
て
説
明
さ
れ
た
い
。

右
質
問
す
る
。

二


